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社会保険制度

労働保険制度

○生活困窮者対策

求職者支援制度
（H23.10～）

【第
１
の
ネ
ッ
ト
】

【第
２
の
ネ
ッ
ト
】

【第
３
の
ネ
ッ
ト
】

生活保護制度の見直し

及び生活困窮者対策

に総合的に取 り組む

生活保護制度の見直し及び生活困窮者対策に総合的に取り組むとともに、生活保護基準の見直しを実施。

○生活保護制度の見直し

○生活保護基準の見直し

生活保護

生活保護制度の見直しと新たな生活困窮者対策の全体像

平成27年4月から施行された生活困窮者自立支援法に係る新たな生活困窮者支援制度
～包括的な相談支援サービスの提供による第2のセーフティーネットの拡充～

※本制度説明のスライドは厚労省資料より引用

113

子どもの貧困対策に関する大綱が現場にもたらすもの
～すべての子どもたちが夢と希望を持って成長して行ける社会の実現に向けた取組推進のための指針～
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新たな生活困窮者自立支援制度

◆認定就労訓練事業 （いわゆる「中間的就労」）
・直ちに一般就労が困難な者に対する支援付きの就労の場の育
成（社会福祉法人等の自主事業について都道府県等が認定する制度）

◆家計相談支援事業
・家計の状況を「見える化」し、利用者の家計管理の意欲を引き出
す相談支援（貸付のあっせん等を含む）

◆住居確保給付金の支給

・就職活動を支えるため家賃費用を有期で給付

◆子どもの学習支援事業
・生活保護世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもに対する
学習支援や居場所づくり、養育に関する保護者への助言

◆自立相談支援事業

〈対個人〉
・訪問支援等（アウトリーチ）も含め、
生活保護に至る前の段階から早
期に支援

・生活と就労に関する支援員を配
置し、ワンストップ型の相談窓口
により、情報とサービスの拠点と
して機能

・一人ひとりの状況に応じ自立に
向けた支援計画（自立支援計
画）を作成

〈対地域〉
・地域ネットワークの強化・社会資
源の開発など地域づくりも担う

包括的な相談支援

◇生活保護受給者等就労自立促進事業
・一般就労に向けた自治体とハローワークによる一体的な支援

就労に向けた準備

が必要な者

◆就労準備支援事業
・一般就労に向けた日常生活自立・社会自立・就労自立のための訓練

再就職のために
居住の確保が
必要な者

緊急に衣食住の

確保が必要な者

貧困の連鎖
の防止

◆一時生活支援事業
・住居喪失者に対し一定期間、衣食住等の日常生活に必要な支援
を提供

なお一般就労が困難な者

就労支援

居住確保支援

子ども支援

本
人
の
状
況
に
応
じ
た
支
援
（※

）

緊急的な支援

※ 右記は、法に規定する支援（◆）を中心
に記載しているが、これ以外に様々な支援
（◇）があることに留意

家計から生活
再建を考える者

家計再建支援

◇関係機関・他制度による支援
◇民生委員・自治会・ボランティアなどインフォーマルな支援

その他の支援

基本は、自立に向けた人的支援を

包括的に提供

柔軟な働き方を

必要とする者

就労に向けた準備
が一定程度
整っている者

平成27年4月から施行された生活困窮者自立支援法に係る新たな生活困窮者支援制度
～個々人の状態に応じた包括的な相談支援サービスの提供～

生活困窮者自立支援制度の理念

本制度は、生活保護に至っていない生活困窮者に対する「第２のセーフティネット」を全国的に拡充し、包括的な支援体系を
創設するもの。

１．制度の意義

(１)生活困窮者の自立と尊厳の確保
・本制度では、本人の内面からわき起こる意欲や想いが主役となり、支援員がこれに寄り添って支援する。
・本人の自己選択、自己決定を基本に、経済的自立のみならず日常生活自立や社会生活自立など本人の状態に応じた自立
を支援する。
・生活困窮者の多くが自己肯定感、自尊感情を失っていることに留意し、尊厳の確保に特に配慮する。

(２)生活困窮者支援を通じた地域づくり
・生活困窮者の早期把握や見守りのための地域ネットワークを構築し、包括的な支援策を用意するとともに、働く場や参加する
場を広げていく。（既存の社会資源を活用し、不足すれば開発・創造していく。）
・生活困窮者が社会とのつながりを実感しなければ主体的な参加に向かうことは難しい。「支える、支えられる」という一方的な
関係ではなく、「相互に支え合う」地域を構築する。

２．制度のめざす目標

(１)包括的な支援…生活困窮者の課題は多様で複合的である。「制度の狭間」に陥らないよう、広く受け止め、就労の課題、
心身の不調、家計の問題、家族問題などの多様な問題に対応する。

(２)個別的な支援…生活困窮者に対する適切なアセスメントを通じて、個々人の状況に応じた適切な支援を実施する。
(３)早期的な支援…真に困窮している人ほどＳＯＳを発することが難しい。「待ちの姿勢」ではなく早期に生活困窮者を把握し、

課題がより深刻になる前に問題解決を図る。
(４)継続的な支援…自立を無理に急がせるのではなく、本人の段階に合わせて、切れ目なく継続的に支援を提供する。
(５)分権的・創造的な支援…主役は地域であり、国と自治体、官と民、民と民が協働し、地域の支援体制を創造する。

３．新しい生活困窮者支援のかたち

※以下に掲げた制度の意義、めざす目標、具体的な支援のかたちは、いずれも本制度の「理念」とされている。

支援対象者は既存の取組では対応が困難な複合的課題を抱える生活困窮者
～生活困窮者自立支援法策定の理念に立ち返った新制度の理解と本事業の位置づけの整理～
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就労準備支援事業について

事業の概要

直営
8%

委託
85%

直営+委託
3%

未回答
4%

（２）委託先（複数回答）（１）運営方法

21.3%
27.6%

0.0%
10.9%

13.1%
30.8%

14.0%

0.0% 50.0% 100.0%

社会福祉法人（社協以外）

社会福祉協議会

医療法人

社団法人・財団法人

株式会社等

ＮＰＯ法人

その他ｎ＝253

ｎ＝223

（参考）事業の実施状況（平成２７年４月現在）

○ 生活困窮者がより安定した職業に就くためには、生活歴や健康状況、家族関係等多くの背景や課題が複合的に絡み合って
いる中、これらの課題を一つひとつひも解きながら、時間をかけて丁寧に、生活支援と組み合わせた就労支援を展開すること
が必要。

○ 就労準備支援事業は、生活困窮者の多様な状態像に合わせた包括的な就労支援策の一つであり、「生活リズムが崩れてい
る、社会との関わりに不安がある、就労意欲が低いなどの理由で、就労に向けた準備が整っていない者」を対象にするもの。
⇒ そうした者に対する支援は時間をかけて丁寧に実施する必要があることから、独立した事業としたもの。

事業の意義

○ 一般就労に従事する準備としての基礎能力の形成を、計画的かつ一貫して支援する事業（就労準備支援事業）を創設。

○ 福祉事務所設置自治体の事業（社会福祉法人等へ委託可）。最長で１年の有期の支援を実施。

○ 生活習慣形成のための指導・訓練（日常生活自立）、就労の前段階として必要な社会的能力の習得（社会生活自立）、事業

所での就労体験の場の提供や、一般雇用への就職活動に向けた技法や知識の取得等の支援（就労自立）の３段階。

※必ずこの３段階の支援に切り分けて実施されているわけではない。

○ 就労準備支援事業所でのセミナーやワークショップと協力事業所における就労体験を組み合わせた「通所型」が一般的であ

るが、「合宿型」を実施する形態もある。

支援対象者は既存の取組では対応が困難な複合的課題を抱える生活困窮者
～生活困窮者自立支援法策定の理念に立ち返った新制度の理解と就労支援の位置づけの整理～
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対象者の状態 支援主体・事業 支援内容

１．自主的な求職活動により就労
が見込まれる者

ハローワークの一般職業紹介 一般的な職業相談・職業紹介
※公共職業訓練、求職者支援制度も利用。

２．就労に向けた準備が一定程度
整っているが、個別の支援により
就労が見込まれる者

生活保護受給者等就労自立促
進事業
※自立相談支援事業の就労支援員
とハローワークの担当者による
チーム支援

（ハローワーク）

担当者制によるキャリア・コンサルティング、職業相談・職
業紹介、公的職業訓練による能力開発、個別求人開拓、
就労後のフォローアップ 等

（自立相談支援事業の就労支援員）
対象者の選定、ハローワークへの支援要請等

３．２の者と比較すると就労に向
けた準備が不足しているが、ある
程度時間をかけて個別の支援を
行うことで就労が見込まれる者

自立相談支援事業の就労支援
員

就労意欲の喚起を含む福祉面での支援とともに、担当者
制によるハローワークへの同行訪問、キャリア・コンサル
ティング、履歴書の作成指導、面接対策、個別求人開拓、
就労後のフォローアップ 等

４．生活リズムが崩れている、社
会との関わりに不安がある、就労
意欲が低いなどの理由で、就労
に向けた準備が整っていない者

就労準備支援事業
※自立相談支援事業の就労支援員
が、ボランティア、就労体験など
の場を提供することもあり得る
（就労準備支援事業に比べ簡素・
軽微なものを想定）

就労に向けた準備としての基礎能力の形成からの支援を、
計画的かつ一貫して実施

５．就労への移行のため柔軟な働
き方をする必要がある者

就労訓練事業（中間的就労） 支援付きの就労・訓練の場の提供
※自立相談支援事業の就労支援員は、就労訓練事業者の開拓を
実施。

※ 自立相談支援事業の就労支援員は、上記のほか、利用者の状態の定期的・継続的な確認を行う。
また、就労意欲が希薄等の理由により就労準備支援事業の利用に至らない者に対する就労意欲の喚起、セミナーの開催等必要な就労支援を実施。

生活困窮者の状態に応じた就労支援

支援対象者は既存の取組では対応が困難な複合的課題を抱える生活困窮者
～生活困窮者自立支援法策定の理念に立ち返った新制度の理解と就労支援の位置づけの整理～
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○ 社会福祉法人、消費生活協同組合、ＮＰＯ法人、営利企業等の自主事業として実施。対象者の状態等に応じた就

労の機会（清掃、リサイクル、農作業等）の提供と併せ、個々人の就労支援プログラムに基づき、就労支援担当者

による一般就労に向けた支援を実施。

○ 対象者としては、就労準備のための支援を受けても一般雇用への移行ができない者等を想定。

○ 事業実施に際し、都道府県等が事業を認定する仕組み。

○ 立上げ時の初期経費の助成、税制優遇、優先発注、研修によるノウハウの提供等を総合的に実施。

事業の概要

就労訓練事業（いわゆる中間的就労）の推進について

支援のイメージ

○ 個人の状況に応じた支援を行うことで、一般就労や求職活動を行うための動機付け・準備が可能となる。

期待される効果

自立相談支援機関によ
る課題の評価・分析（ア
セスメント）、行政による

支援決定 支援付雇用型

非雇用型

・ 訓練計画に基づく就労訓練
・ 事業主の指揮監督を受けない軽作業等
・ 就労支援担当者による就労支援・指
導等

・ 雇用契約に基づく就労
・ 比較的軽易な作業を想定
・ 就労支援担当者による就労
支援・指導等
・ 就労条件における一定の配慮（労
働時間、欠勤について柔軟な対応）

・ 雇用契約に基づく就労
・ 必要に応じ、相談支援事業
等によるフォローアップを実施

（課題の評価・分析（アセスメント）は約6ヶ月ごとに実施）

一般就労就 労 訓 練 事 業

支援対象者は既存の取組では対応が困難な複合的課題を抱える生活困窮者
～生活困窮者自立支援法策定の理念に立ち返った新制度の理解と就労支援の位置づけの整理～
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119

就労準備支援事業の対象者

１ 状態像
最長で一年の計画的・集中的な支援により一般就労に就くことが可能であると見込まれるが、複合的課題を抱え、
○決まった時間に起床・就寝できない等、生活習慣の形成・改善が必要である、
○他者との関わりに不安を抱えており、コミュニケーション能力などの社会参加能力の形成・改善が必要である、
○自尊感情や自己有用感を喪失している

○就労の意思が希薄である又は就労に関する能力が低い
等、ハローワークにおける職業紹介、職業訓練（公共職業訓練及び求職者支援訓練）等の雇用支援施策によって
は直ちに就職が困難な者。

２ 資産・収入要件 ※申請日に65歳未満であることに加えて
収入要件は生活保護基準とほぼ同様以下としつつ、資産要件は一定の資産保有を認めている。
（施行規則第４条第１号）
○申請日の属する月の世帯収入の額が、基準額（市町村民税均等割が非課税となる収入額の１／１２）
＋住宅扶助基準に基づく額以下であること
○世帯の保有する預貯金の額が、基準額に６を乗じて得た額以下であること ※上限額はなし

◎ただし、２の資産・収入要件は必須ではない
（施行規則第４条第２号）
○前号に該当する者に準ずる者として都道府県等（都道府県・政令市・中核市）が当該事業による支援が
必要と認める者であること

→想定される具体例

地域に利用可能な他の社会資源がないが、
ひきこもりやニートなど世帯全体としては１号要件を
満たさないケース

サポステ等で本人のみを支援するのではなく、
家庭全体として困窮者法の枠組みで支援する方が
自立支援に資するケース

支援対象者は既存の取組では対応が困難な複合的課題を抱える生活困窮者
～生活困窮者自立支援法策定の理念に立ち返った新制度の理解と就労支援の位置づけの整理～
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○ 就労訓練事業においては、対象者の個々の適性を把握した上で、必要に応じて既存の業務を分解すること等によ

り、対象者の状態等に応じた作業を割り当てることが適当。

○ また、就労形態についても、毎日の就労を求めないなど、個別の状況に応じたものとすることが必要。

○ 就労支援プログラムについては、概ね３～６か月程度の期間を設定し、対象者との面談を経た上で見直し・更新。

４ 就労内容

○ 事業の利用を雇用型として開始するか、非雇用型として開始するかについては、対象者や事業者の意向等を勘案し

つつ、アセスメントに基づき自立相談支援機関が判断し、福祉事務所設置自治体による支援決定を経て確定。
※ 非雇用型として就労訓練事業の利用を開始した場合であっても、定期的にアセスメントを行い、能力の上達度合い等に応じて、雇用

型に移行。また、就労の状況に応じて就労内容を見直し、自立相談支援事業におけるアセスメントによる確認を経た上で一般就労が

可能と認められた場合には、契約等の変更を行うことが必要。

○ 雇用型の対象者については、賃金支払い、安全衛生、労働保険の取り扱い等については、他の一般労働者と同様、

労働基準関係法令の適用がある。

○ 一方、非雇用型の対象者については、労働者性がないと認められる限りにおいて、労働基準関係法令の適用対象外

となる。非雇用型についても、就労開始前に、対象者本人の自発的意思に基づき、関係者間で就労内容や条件等を示

した確認書を取り交わすこととし、その中で非雇用である旨の理解と合意を明確化することが必要。
※ 非雇用型については、作業内容、作業場所、作業シフト等の管理について、雇用型及び一般就労者と明確に区分することが必要。

○ また、安全衛生面、災害補償面については、非雇用型の対象者についても、一般労働者の取扱いも踏まえた適切な

配慮を行うことが必要。

○ さらに、従来、就労の場に就くこと自体が困難であった者が一般就労に就くことも念頭に置きつつ作業を行う点に

着目し、工賃、報奨金等の形で一定金額を支払うことは、対象者の就労へのインセンティブを高める上でも重要。

５ 対象者の就労条件

支援対象者は既存の取組では対応が困難な複合的課題を抱える生活困窮者
～生活困窮者自立支援法策定の理念に立ち返った新制度の理解と就労支援の位置づけの整理～

121

○ 就労訓練事業（いわゆる「中間的就労」）は、一般就労と福祉的就労との間の就労形態として位置づけられ、雇用

による就業を継続して行うことが困難な生活困窮者の一般就労を目的に、民間事業者が自主事業として実施するも

の。

○ 就労訓練事業における就労形態は、①雇用契約を締結せず訓練として就労を体験する段階（非雇用型）と②雇用契

約を締結した上で支援付きの就労を行う段階（雇用型）の二つを想定。

○ 本ガイドラインは、認定基準を補足するものとして、生活困窮者自立支援法に基づく認定を受けた就労訓練事業者

が遵守すべき事項を定める。なお、認定就労訓練事業において生活保護受給者を受け入れる場合も、本ガイドライン

に沿った事業運営を行い、その適切な実施を確保する必要がある。

生活困窮者自立支援法に基づく認定就労訓練事業の
実施に関するガイドラインの概要

１ 趣旨

○ 自立相談支援機関のアセスメントにおいて、一般就労に就く上で、まずは本人の状況に応じた柔軟な働き方をする

必要があると判断され、福祉事務所設置自治体による支援決定を受けた者が対象。

（例）いわゆるひきこもりの状態にある若しくはあった者又はニートの者、長期間失業状態が続いている者、未就職の高校中退者等

２ 対象者像

① ②に掲げる措置に係る責任者（就労支援担当者）を配置。

② 就労等の支援に関する措置として、次に掲げるものを実施。

ア 支援に関する計画（就労支援プログラム）を策定すること。

イ 利用者の就労等の状況を把握し、必要な相談、指導及び助言を行うこと。

ウ 自立相談支援機関その他の関係者と連絡調整を行うこと。

エ 以上に掲げるもののほか、利用者に対する支援について必要な措置を講じること。

３ 事業の実施体制

支援対象者は既存の取組では対応が困難な複合的課題を抱える生活困窮者
～生活困窮者自立支援法策定の理念に立ち返った新制度の理解と就労支援の位置づけの整理～
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ひきこもり支援に携わる者に
求められる専門性（まとめ）

～支援の「結果」に対して責任を負えるアウトリーチを実施するために長期引きこもり事例からその在り方を検討する～

124

アウトリーチ（訪問支援）と重層的な支援ネットワークを
活用した多面的アプローチ

～社会的孤立・排除を生まない総合的な支援体制の確立に向けて～

特集
㉑

123

就労に向けた支援の充実・強化

◎ 就労準備支援事業の創設、就労訓練事業の場の提供の推進等により、本人のステージに応じたきめ細
かな支援策を実施する。

本人のステージに応じた支援

○自治体とハローワークとが一
体となった就労支援

○自治体自ら実施する
就労支援○就労準備支援事業の創設

・就労体験等を通じた訓練

・生活習慣確立のための指導や地域活動への参加
等の日常・社会生活自立のための訓練

一般就労

日常生活
自立

○ 「就労訓練事業（いわゆる中間的就労）の場」の提供等
・ 直ちに一般就労を目指すことが困難な人に対して、
支援付きの就業の機会の提供などを行う
「就労訓練事業」の場の提供等を支援

社会参加

就労訓練事業

法により、これまで支援が十分されてこなかった層への就労支援が充実する。各種就労支援は、
生活困窮者の多くが自尊感情や自己有用感を喪失し、次のステップに向かうことができなくなって
いる状況にあることを踏まえ、その回復・醸成を図りながら行う。

支援対象者は既存の取組では対応が困難な複合的課題を抱える生活困窮者
～生活困窮者自立支援法に係る就労支援を行うには当該法の策定の理念に立ち返った新制度の理解が不可欠～
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長期ひきこもり事例の生活困窮状態からの脱却（まとめ）
～多忙なケースワーカーでも対応可能な範囲での支援：月１～2回の訪問、週2回の電話相談での対応事例～

子どもの長期にわたる引きこもり生活に端を発した家族単位での社会的孤立と経済的困窮

④外出のために必要な配慮とは？

126

変遷する働けない理由と体の不調部位

頭痛薬や睡眠薬等の話から医療の進化等の話題提供
車の誘導によるプライバシーガラスの確認

内科受診⇒眼科受診⇒心療内科受診⇒精神科（段階的以降）

医師との関係性づくりの援助（代弁者、役割限定、言葉の変換等）

同行依頼から転じる新しいメガネ購入と携帯電話の確保
完全予約制の美容院とユニクロファッション

お見合いの繰り返しで抱えたコンプレックス
１０年にわたるひきこもり生活で失った自信

③精神科へ誘導するためにどんな対策を講じるべきか？

精神科に対する極端な偏見と外部の目

⑤就職に向けた対策はどのように講じるべきか？

偏った勤労観・結婚観とコンプレックス
ボランティア⇒有償ボランティア⇒パート⇒契約社員
他人のために生きる仲間との出会いによる認知の修正

絶対無理⇒できることもある⇒できないことばかりではない⇒何とかなる、どうにかなる

成功して見返す⇒だけどできない⇒自分のために生きる⇒誰かのために生きる⇒社会貢献

金持ちじゃないと幸せではない⇒働きだせば今よりも楽になる⇒お金じゃない幸せもある⇒ささやかな幸せ

考
え
方
の
変
遷

ネガティブコミュニケーションからの脱却

長期ひきこもり事例の生活困窮状態からの脱却（まとめ）
～多忙なケースワーカーでも対応可能な範囲での支援：月１～2回の訪問、週2回の電話相談での対応事例～

子どもの長期にわたる引きこもり生活に端を発した家族単位での社会的孤立と経済的困窮

①訪問支援を行う前提でどのような枠組をつくるのか？

②家庭内でまず出来る支援は何か？

125

県外のため月１～2回しか訪問できない

電話であれば週2回程度時間が確保できる

支援者側の環境確認

導入期：家族との関係性づくり、特に本人
安定期：家族全体への働きかけと随行支援等具体的行動

導入期：母親の被害妄想のはけ口になることでストレス軽減
安定期：カウンセリングとコミュニケーションパターンの修正

家族機能の回復と外部とのつながりの確保の必要性

中古テレビと「部屋を分け」によるストレスコントロール
ハムスター、家庭菜園の導入による新たな関係性の構築

１部屋３人が生む強固な悪循環

偏った勤労観等と過干渉によるダメージ 買取店の紹介と債務整理のための外出機会の確保
将来的な働き口確保のための情報収集等

ストレスの軽減によって生じるわずかな余力を活かした支援への誘導
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「どんな境遇の子ども・若者も見捨てない！」
誰もが希望を抱くことができる地域づくりのためには
社会的孤立・排除を生まない支援体制の確立が必須
～足りないもの、必要なものは「協働」で創り出す！S.S.F.が介在するPDCAサイクル～

アウトリーチ（訪問支援）と重層的な支援ネットワークを
活用した多面的アプローチ

～社会的孤立・排除を生まない総合的な支援体制の確立に向けて～

128

127

「最後の手段」としてのアウトリーチには「結果」に責任が負えるだけの準備が必要！
～社会参加・自立までの支援プロセス全般を見通し「つながり」の中で支援する！ネットワーク活用型の自立支援！～

①若者の行動や状態の背景にある
「根本要因」へのアプローチ

②「必要経験」を補う

「外に出す」「人と会わせる」「学校に行かせる」「バイトさせる」等・・・目先の「変化自体が目的化した訪問支援は危険！

③実動的なネットワークの構築と運用

キャリア・コンサルティングのための
「Five different positions」

「対人」「メンタル」
「思考」 「ストレス」「環境」

多角的な視点を得るための手段を持つ

アウトリーチ等を用いた
「環境」や「要因」への働きかけ

「根性論」「偏見」からの脱却

中間的なトレーニングメニューの提供

「歪められた認知の修正」「足りない経験の補充」

極端な行動を避けた「節度ある受容」

個々人の状態に応じた「折衷的」相談支援

認知行動療法等の積極的活用

「プライベート」・「担当者」・「相談支援機関」等
「多元的なネットワーク」を持つ

「自立」まで見届けられる体制づくり

「投げ出さない」「抱え込まない」「補い合う」

「つなぐ力」と「つながる力」
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民間支援
12%

自治会・

地域社会
18%
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1%教育 30%就労支援

7%

保健・
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その他
18%

行政機関
10% 民間団体

17%

学校・教育機関
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21%
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多重に問題を抱える重篤ケースは特に専門機関間で「丸投げ」や「たらい回し」が起こり易い

支援機関側の負担や実績に応じた予算の傾斜配分などのインセンティブも必要

全国トップレベルの極めて高い相談実績から探る「協働」で乗り越えるべき課題
～S.S.F.の取組は10年以上にわたる相談活動で培った関係機関や関係者との信頼関係が基盤となっている～

〇行政機関から寄せられる相談の多
くは「ひきこもり」に関するケースや虐待
や貧困等複合的な背景要因を抱えア
ウトリーチを要する支援対象者。

○S.S.F.に対する信頼の高まりから関
係機関では対応できない重篤ケースや
クレームや訴訟に発展したケース等の
解決を依頼される傾向も強まっている。

〇県内唯一の指定支援機関である
S.S.F.が委託事業、独自予算、ボラン
ティア等を活用して専門性に基づいた
アウトリーチや支援プログラムを展開。

傾向と現状

※８２％は行政機関等からの依頼・紹介ケース
※アウトリーチ関連の対象者が全体の４７%
※行革の影響で大幅な制限の中での運営

②県子ども・若者総合相談センター
【相談件数の推移】

③指定支援機関（S.S.F.本体事業）
【相談件数の推移】

①地域若者サポートステーション事業
【佐賀県の相談件数の推移】

①-１ 【依頼・紹介元の内訳(H27年度)】 ②-1 【依頼・紹介元の内訳(H27年度)】

※虐待、貧困、精神疾患、犯罪、裁判等の相談増加
※日常的・継続的・包括的な支援を要する事例が主
※支援員３名体制での相談活動では一定の限界

※本グラフはステップアップ事業を含んだ状態で作成
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S.S.F.の始まりはわずか二人の大学生ボランティアから始まっている
～佐賀県が掲げる県民「協働」の取組はS.S.F.のアウトリーチ活動の組織基盤の強化及び社会問題の解決に向けた発展的取組を促進～

地域若者サポートステーション事業（サポステ）の
受託を機に常勤・非常勤職員の雇用開始

行革によってサポステ予算の削減及びアウト
リーチ関連事業の大幅な見直しが行われる

サポステ予算大幅減と生活困窮者自立支援
制度に係る武雄市のプロポーザルでの敗退

サポステで強化された支援基盤を活用する
ことで様々な協働事業が創設される

H18年8月まで常勤1名、その他ボランティア
約100名体制でアウトリーチ関連実績を積む

129

正味財産増加額の推移

H28年度はS.S.F.にとって人員面・財政面共に厳しい状況の中での支援活動

※H28年8月14日現在
※H28年度は雇用見込み含む

県教委委託により全公立学校約300校を
網羅する包括的なアウトリーチ事業を開始

S.S.F.が雇用する有給職員の推移
（※有償ボランティアは除く）

収支決算額推移
（※H28年度は予算）

H27年度は『NHKプロフェッショナル
仕事の流儀』で活動が放映されたた
め全国各地から相談が殺到し1千万
近くの過去最大の赤字を計上！
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改善率９割の家庭教師方式のアウトリーチ

派遣先の９割以上から学校復帰、脱引きこもり、進学、就職等改善の報告

不登校、ひきこもり支援において学校現場で求められる「家庭教師方式」の自立支援ノウハウ

①佐賀市教育委員会委託事業
「IT活用支援事業」

パソコン学習 訪問支援

教育を受ける権利の保障、
学校出席扱いができるモデル的事業

完全不登校を対象とした有償ボラ
ンティアによる学習支援と訪問支援

平成１８年度～

②佐賀市
「不登校児童生徒訪問支援事業」

NPO法人の職員が
教職員との連携の下で訪問活動

学校に配置された常勤３名による
訪問支援とOJTによる人材育成

平成２２年度～２３年度

※注１名は全体指導等

③佐賀市教育委員会委託
「不登校児童生徒支援業務」

学校での常駐支援
相談室等で困難を抱えた生徒の支援活動

２２名の常勤職員を「学習支援員」
として中学校に配置（市費）

平成２４年度～

学校現場で培った信頼が新たな協働事業の創設につながるなど発展的に機能

佐賀県では佐賀市（学校教育課）との協働が起点となり行政との連携協力体制が発展
～家庭教師方式のアウトリーチで培った支援現場での信頼関係が新たな協働事業につながっている！～

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 計

相談件数
（延べ件数）

面談人数
（月延べ件数）

派遣件数
（月延べ件数）

41,041

820 8,633

5,659

2,384

4,436

3,119629 2,059 3,260 3,266

1,744 2,659 3,991 4,223 4,427 65,592

185

1,294

※委託事業との共有案件含む。

829 16,747243 398 536 653 534 827

2,715

4,237

322

4,718

3,328

1,659

10,010

6,844

3,114

8,427

5,411

2,334

4,244

1,942

7,267

132

各段階における不備で自立まで責任を持って見届けられないこれまでの公的支援

従来は根拠法がない状態で展開されてきた当該支援分野は単年度予算で複数年のPDCAサイクルを回すことが難しい
行政は限定された権限、民間は脆弱な財政基盤の中での活動となるため社会問題の解決に向けた取組が進みにくい

今求められるのは「協働型」「創造型」の取組！

継続的かつ総合的支援を可能とする支援体制が構築されなければ
子ども・若者の社会的孤立・排除は防げない

無責任に繰り返される
責任回避、バッシング・・・

アウトリーチから社会参加・職業的自立に至るまでの「伴走型」支援によって得られた課題
～孤立する一人の子ども・若者が自立するための支援プロセスから公的支援体制のあるべき姿が見えてくる！～

131
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グループワークⅢ「地域課題から地域づくりを考える」 

①  地域課題 ②（⾃治体の）予算・⼈員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 制度的課題 ④ 全国ネットに期待すること 
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